
平成３ １年地価公示における

福島県内の地価動向について

１ 地価公示制度

(1) 目 的

地価公示は、土地鑑定委員会が毎年１回標準地の正常な価格を公示し、一般の土地の取引価格に対して指

標を与えるとともに、公共事業用地の取得価格算定の規準とされ、また、国土利用計画法に基づく土地取引

の規制における土地価格算定の規準とされる等により、適正な地価の形成に寄与することを目的としている。

実 施 主 体 土地鑑定委員会（国土交通省に置かれる）

価格判定の基準日 １月１日

標 準 地 自然的及び社会的条件からみて類似の利用価値を有すると認められる地域におい
て、土地の利用状況、環境等が通常と認められる一団の土地について選定する。

正 常 な 価 格 自由な土地取引が行われるとした場合において通常成立すると認められる価格

価格の判定方法 土地鑑定委員会が、１標準地について２人以上の不動産鑑定士の鑑定評価を求
め、その結果を審査し、必要な調整を行って単位面積当たりの正常な価格を判定する。

(2) 標準地数

標準地は、全国で計２６，０００地点設定され、福島県内においては、４４市町村（１３市２４町７村）

に計４４７地点が設定されたが、本年は昨年同様、東京電力福島第一原子力発電所事故に伴う避難指示区域

内の標準地の鑑定評価を休止し、４２市町村（１３市２２町７村）の４４０地点で鑑定評価を実施した。用

途別の標準地数は、次のとおりである。

なお、平成２９年に帰還困難区域を除き避難指示が解除された富岡町、浪江町については、８年ぶりに新

たな標準地を設定し、調査を再開した。

用 途 住 宅 地 宅地見込地 商 業 地 工 業 地 合 計

（２７） （６） （３３）
３１年 ３１９ ４ １０４ １３ ４４０

３０年 ３１５ ４ １０２ １４ ４３５

注：（ ）内は、平成３０年度福島県地価調査の基準地と同一である標準地数であり、内数である。

２ 福島県の地価概況

(1) 標準地の公示価格

① 平均価格

県内の標準地の平均価格は、住宅地が３５，１００円（前年３４，７００円）、商業地が６０，５００

円（前年６０，１００円）となった。※価格は１㎡当たり。以下同じ。

② 最高公示価格（住宅地、商業地ともに前年と同一地点）

郡山市堤下町２７番
住宅地 郡山 －５１

１２２，０００円（前年１２０，０００円）
最高公示価格

郡山市駅前１丁目１１２番「駅前１－６－６」
商業地 郡山５－１１

３６１，０００円（前年３５４，０００円）

「 」書きは住居表示
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(2) 用途別の動向

① 全用途平均変動率

全用途平均変動率は１．０％（前年１．３％）で、６年連続上昇となり、全都道府県第１２位（前年

第６位）の上昇率となった。

注：「変動率」とは、継続調査地点の単位面積あたりの価格を前年の価格と比べたときの変化率であり、

「平均変動率」は、継続調査地点の変動率の平均値である。

② 用途別の県平均変動率

用途別の県平均変動率は、住宅地が１．０％（前年１．４％）で、６年連続のプラス、商業地は０．８％

（前年０．８％）で５年連続のプラス、工業地が０．９％（前年１．１％）で６年連続のプラスになった。

③ 住宅地及び商業地に係る市町村別地価動向

単位：市町村数

用 途 平成３１年 平成３０年

平均変動率 住 宅 地 商 業 地 住 宅 地 商 業 地

5.0%以上 ０ ０ ０ ０

3.0%以上5.0%未満 ０ ０ ０ ０
上 昇

1.0%以上3.0%未満 １１ ３ １０ ３

0.0%超1.0％未満 ７ ４ ７ ３

横 ば い 0.0% ２ ５ ２ ４

0.0%超1.0%未満 １２ ５ １６ ６

1.0%以上3.0%未満 ８ １０ ５ １０
下 落

3.0%以上5.0%未満 ０ ０ ０ ０

5.0%以上 ０ ０ ０ ０

④ 上昇率最大の標準地

住宅地 変動率 １２．１％ 郡山－１６ 郡山市神明町１１１番１１「神明町２－１５」

商業地 変動率 ４．３％ 福島５－６ 福島市置賜町５１番１

⑤ 下落率最大の標準地

住宅地 変動率△ ２．９％ 会津美里－１ 大沼郡会津美里町字鹿島３０３３番

商業地 変動率△ ２．０％ 会津美里５－１ 大沼郡会津美里町字高田甲２８８７番１
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３ 平成３１年の特徴

(1) 県全般の特徴

① 全体

・ 県全体で、地価が上昇した標準地が２６３地点（前年は２７３地点）、横ばいの標準地が６７地点（前

年は６６地点）であり、下落は９８地点（前年は９３地点）となった。

・用途別平均変動率は、住宅地、商業地、工業地のいずれも前年に引き続きプラスとなったが、住宅地で

１．０％（前年１．４％）、商業地で０．８％（前年０．８％）、工業地で０．９％（前年１．１％）と

上昇幅は縮小傾向にある。

② 住宅地

・ 上昇１９８地点（前年２０２地点）、横ばい４０地点（４４地点）、下落 ７２地点（６７地点）で、

上昇及び横ばい地点は減少、下落地点は増加したが、なお上昇した地点が全体の３分の２近くを占めた。

・ 背景としては、東日本大震災に伴う原発事故等による被災者の移転需要、復旧・復興関連企業による事

業所用地等の需要が落ち着いてきており、また、震災後にさらに進行した県内人口減少の影響が不動産市

場にも現れ始めたことなどがあげられる。

・ 平成３１年の特徴としては、主要都市の住宅地では、低金利政策等の金融環境が継続していることで住

宅取得を後押ししていることや、立地や利便性の良好な地域においては、被災者の移転需要と相まって、

地元住民の需要も加わり、全体として土地取引件数、住宅着工戸数は減少に転じたものの、震災前と比較

し依然として堅調に推移している。

・ 一方、郡部では、主要都市に近い町村においては被災者の移転需要がみられるものの、全体としては、

人口減少により土地需要が低迷するなど、下落が続いている。

③ 商業地

・ 上昇５３地点（前年５８地点）、横ばい２４地点（前年１７地点）、下落２４地点（前年２６地点）で、

上昇地点が減少、横ばい地点が増加したが、上昇した地点が全体の５割強を占めた。

・ 背景としては、一時期よりは低下しているものの、ビジネスホテルの稼働率は震災前を上回る水準を維

持していることや、オフィス需要についても、一部に退去等の動きも見られるが、全体としては新規供給

が少ないことも相まって、品等の良いビルを中心に空室率の低い状況が続いていることがあげられる。

・ 平成３１年の特徴としては、主要都市の商業地では、中心市街地において、高容積の建築物が建てられ

るマンション用地やホテル用地の需要が見られることや、郊外の路線商業地域においても、個人消費が震

災前を上回る水準で推移しており、背後住宅地の需要の増加などを背景として、商業施設等の出店が進む

など商業集積度を高めているエリアがある。

・ 一方、郡部の既成商業地域では近隣主要都市などの大型店への顧客流出や、人口減少による購買力の縮

小などにより、下落が続いている。

(2) 市町村毎の地価動向

（ ）内は前年値

住 宅 地 商 業 地

平均変動率 平均価格 平均変動率 平均価格

福島市 ２．３％ ４６，６００円 ２．３％ ７７，０００円

（ ２．７％） （４５，４００円） （ ２．１％） （７４，３００円）

会津若松市 ０．７％ ３３，３００円 ０．０％ ５３，９００円

（ ０．８％） （３２，９００円） （ ０．０％） （５３，９００円）

郡山市 ２．２％ ５３，９００円 １．９％ １１１，１００円

（ ２．１％） （５２，９００円） （ １．７％） （１０９，１００円）

いわき市 １．１％ ４３，４００円 １．１％ ５９，５００円

（ ２．６％） （４２，９００円） （ １．１％） （５８，９００円）

その他の ０．２％ １９，２００円 △０．５％ ３１，３００円

市町村 （ ０．２％） （１９，２００円） （△０．５％） （３１，５００円）

合計 １．０％ ３５，１００円 ０．８％ ６０，５００円

（ １．４％） （３４，７００円） （ ０．８％） （６０，１００円）

※１ 平均変動率は、継続調査地点の変動率の平均値である。

２ 平均価格は、総地点の公示価格の平均値である。
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平均変動率では、福島市は、住宅地が６年連続のプラス、商業地が５年連続のプラス

会津若松市は、住宅地が５年連続のプラス、商業地は横ばい

郡山市は、住宅地、商業地ともに６年連続のプラス

いわき市は、住宅地が７年連続、商業地が６年連続のプラス

① 福島市

・ 住宅地では、被災者需要は減少したが、低金利を背景とした一般需要が引き続き堅調で、立地や利便性

が良好な地域では、供給不足から住宅地価格は高止まりしている。一方、郊外の大規模住宅団地等の地価

上昇は沈静化しつつある。

・ 商業地では、中心市街地における大原綜合病院の移転開院や医大新学部の新設計画に駅前再開発の動き

が加わって、不動産取引が活発化し、高値取引も見られる。

② 会津若松市

・ 住宅地では、市街地の地価は頭打ちになりつつあるが、郊外の分譲地は従前価格よりも高い水準で取引

される傾向がみられ、強含みで推移してる。一方、市内の河東町、北会津町等においては、宅地需要は弱

く、地価はおおむね下落傾向か横ばいで推移している。

・ 商業地は、中規模以上の店舗用地需要は国道４９号沿いや千石通り（県道会津若松・裏磐梯線）沿いで

強いが、神明通りなど中心市街地においては、震災前に中合とサティの大型店が撤退して以降、大きな変

化はない。

③ 郡山市

・ 住宅地では、内環状線から駅寄りの地域などの中心部の住宅地域を中心に、高い水準の取引事例が多く

みられ、引き続き強含み。被災者需要は減少しているが、震災後の活発な土地取引によって手ごろな物件

が減少し、供給も細っていることから、需給は縮小しながらもバランスを維持している。

・ 商業地では、駅前商業地域は、ビジネスホテルの新築計画があるほか、既存ホテルのリニューアル、老

朽ビルの解体更地化、事務所ビルの建築、コンビニ・飲食店の新規開店等が断続的に行われており、条件

の良い物件を中心に需要は高い。路線商業地域は、背後住宅地の需要の増加が進む地域を中心に飲食店の

新規開店、新店舗の建設が各所にみられ、地価は強含みしている。

④ いわき市

・ 住宅地では、被災者需要は減少し、代わりに取引の中心が地元の需要者に戻りつつある。これまで高い

上昇率を示していた平地区中心部の住宅地域やいわきニュータウン等の住宅団地では、供給物件の減少か

ら取引件数が減少し、地価は高止まりの状況にある。

・ 商業地は、いわき駅周辺のビジネスホテルの稼働率は、依然として震災以前の水準を上回っている。オ

フィスビルは生保ビル等の品等の高いビルを中心に空室率の低い状況が続いている。被災者の移入や観光

交流人口の増加等に伴い、大型小売店舗の商況は好調を維持しており、飲食店も概ね活況を呈している。

⑤ その他特徴的な市町村

・ 中通り地方の住宅地では、須賀川市（1.3％（前年0.5％））において、地価上昇幅が拡大した。大玉村

（2.2％（前年2.5％））、三春町（2.0％（前年2.4％））、鏡石町（1.1％（前年1.3％））において、前年よ

りやや縮小したもののなお一定の上昇を示した。背景としては、被災者の移転需要は減少したものの、主

要都市に近接しており、主要都市と比較して地価に割安感があること等があるものとみられる。

会津地方は、住宅地、商業地とも過疎化や高齢化の進行により宅地需要が少なく、地価は下落傾向が続

いている。

浜通り地方の住宅地では、被災者需要の減少を背景として、南相馬市（1.3％（前年2.0％））や相馬市

（0.9％（前年1.6％））、広野町（1.3％（前年1.6％））では上昇幅が縮小した一方、平成27年9月に避難

指示が解除された楢葉町（2.1％（前年(2.1％)）は、帰還者の増加や事業所・宿泊施設の需要のほか、双

葉郡の他町村の避難者による宅地需要もあり上昇傾向にある。
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（単位：％）

年 住宅地 商業地 工業地 全用途平均

元年 ３．２ ６．７ ２．５ ３．５
２．７ ５．５ ３．１ ３．３

２年 ８．３ １６．１ ９．９ ８．９
６．４ １１．５ ７．１ ７．４

３年 １０．８ １５．０ ８．９ １０．５
４．９ ７．２ ７．３ ５．５

４年 ５．１ ４．９ ５．７ ４．９
２．０ １．０ ２．２ １．９

５年 ０．２ △３．８ １．５ △０．６
０．０ △２．２ ０．６ △０．４

６年 △０．２ △４．４ △０．３ △１．０
０．１ △２．３ ０．２ △０．３

７年 ０．３ △４．９ △０．４ △０．６
０．２ △２．６ ０．２ △０．２

８年 △０．３ △５．３ △０．６ △１．３
△０．１ △４．４ ０．１ △０．７

９年 △０．３ △５．１ △０．５ △１．３
△０．１ △３．９ ０．０ △０．６

１０年 △０．５ △５．７ △０．６ △１．６
△０．６ △６．６ △０．７ △１．５

１１年 △１．５ △８．５ △１．８ △２．９
△１．０ △７．2 △０．９ △１．９

１２年 △２．０ △９．１ △２．１ △３．４
△１．３ △８．２ △１．９ △２．４

１３年 △２．４ △９．３ △２．６ △３．７
△１．７ △８．２ △２．３ △２．７

１４年 △３．７ △１０．５ △５．３ △５．１
△３．３ △９．４ △４．１ △４．３

１５年 △５．０ △１１．０ △６．６ △６．３
△４．２ △９．５ △５．４ △５．２

１６年 △５．５ △１０．１ △８．３ △６．５
△４．５ △８．７ △５．７ △５．３

１７年 △５．０ △７．７ △７．９ △５．７
△４．２ △７．１ △５．０ △４．８

１８年 △４．２ △５．７ △６．４ △４．６
△３．３ △５．０ △３．７ △３．７

１９年 △３．１ △３．８ △４．４ △３．３
△２．６ △３．６ △２．６ △２．８

２０年 △２．５ △３．０ △３．１ △２．６
△２．１ △２．８ △１．９ △２．３

２１年 △３．１ △４．１ △４．０ △３．３
△３．３ △５．０ △３．１ △３．６

２２年 △３．７ △４．９ △４．５ △４．０
△３．１ △４．６ △３．２ △３．５

２３年 △３．４ △４．３ △３．７ △３．５
△５．４ △７．５ △７．４ △６．０

２４年 △６．２ △７．２ △６．９ △６．４
△３．２ △４．５ △３．０ △３．５

２５年 △１．６ △３．２ △１．５ △１．９
△０．６ △２．０ △０．９ △０．９

２６年 １．２ △０．５ ０．９ ０．８
１．０ △０．２ ０．７ ０．８

２７年 ２．９ ０．８ １．７ ２．４
２．０ ０．３ １．９ １．６

２８年 ２．９ ０．９ ２．０ ２．４
１．５ ０．４ １．５ １．３

２９年 ２．１ ０．８ １．５ １．８
１．０ ０．２ １．１ ０．８

３０年 １．４ ０．８ １．１ １．３
０．５ ０．２ １．０ ０．５

３1年 １．０ ０．８ ０．９ １．０

上段：地価公示標準地の平均変動率
下段：地価調査基準地の平均変動率

地価公示・地価調査対前年平均変動率（県平均）
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第１表 地域別・用途別平均価格 ( 単位: 円/ ㎡)

用途別 住 宅 地 宅地見込地 商 業 地 工 業 地 全 用 途

地点数 平均価格 地点数 平均価格 地点数 平均価格 地点数 平均価格 地点数 平均価格
地域別

福島市 38 46,600 1 14,700 21 77,000 3 15,800 63 54,800

主

会津若松市 24 33,300 1 11,900 8 53,900 1 12,100 34 36,900

要

郡山市 52 53,900 1 11,200 17 111,100 3 21,200 73 65,300

市

いわき市 78 43,400 1 13,200 19 59,500 4 12,800 102 44,900

その他の市町村 127 19,200 0 - 39 31,300 2 11,300 168 21,900

県 平 均 319 35,100 4 12,800 104 60,500 13 15,100 440 40,300

第２表 主要市別最高価格標準地（住宅地）

標 準 地 標準地の１㎡当たりの価格（円） 変 動 率 標準地の所在及び地番
市 名

番 号 平 成 ３ １ 年 平 成 ３ ０ 年 （％） 並びに住居表示

福 島 市 福島 福島市野田町２丁目１８９番３
－２ ８５，５００ ８１，０００ ５．６ 「野田町２－２－３」

会津若松市 会津若松 会津若松市西栄町２６１番外
－９ ６２，７００ ６２，２００ ０．８ 「西栄町２－３」

郡 山 市 郡山 郡山市堤下町２７番

－５１ １２２，０００ １２０，０００ １．７

い わ き 市 いわき いわき市平字作町３丁目１番１６
＊ －７ ７９，８００ ７９，１００ ０．９

（＊：地価調査基準地との共通地点）

第３表 標準地価格高順位表（住宅地）

標 準 地 標準地の１㎡当たりの価格（円） 変 動 率 標準地の所在及び地番
順 位

番 号 平 成 ３ １ 年 平 成 ３ ０ 年 （％） 並びに住居表示

郡山 郡山市堤下町２７番
１ －５１ １２２，０００ １２０，０００ １．７

郡山 郡山市神明町１１１番１１
２ ＊－１６ ９９，３００ ８８，６００ １２．１ 「神明町２－１５」

郡山 郡山市朝日２丁目２６番７
３ －６ ８７，５００ ８２，６００ ５．９ 「朝日２－２０－８」

福島 福島市野田町２丁目１８９番３
４ －２ ８５，５００ ８１，０００ ５．６ 「野田町２－２－３」

郡山 郡山市池ノ台１１５番６

５ －３５ ８２，０００ ７８，０００ ５．１

（＊：地価調査基準地との共通地点）
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第４表 主要市別最高価格標準地（商業地）

標 準 地 標準地の１㎡当たりの価格（円） 変 動 率 標準地の所在及び地番
市 名

番 号 平 成 ３ １ 年 平 成 ３ ０ 年 （％） 並びに住居表示

福 島 市 福島 福島市栄町２６番２１外
５－２ ２３８，０００ 「栄町７－３２」

会津若松市 会津若松 会津若松市中町３５０番２内
５－１ ７８，５００ ７８，５００ ０．０ 「中町４－３７」

郡 山 市 郡山 郡山市駅前１丁目１１２番
５－１１ ３６１，０００ ３５４，０００ ２．０ 「駅前１－６－６」

い わ き 市 いわき いわき市平字三町目２８番
５－１ １５８，０００ １５６，０００ １．３

第５表 標準地価格高順位表（商業地）

標 準 地 標準地の１㎡当たりの価格（円） 変 動 率 標準地の所在及び地番
順 位

番 号 平 成 ３ １ 年 平 成 ３ ０ 年 （％） 並びに住居表示

郡山 郡山市駅前１丁目１１２番

１ ５－１１ ３６１，０００ ３５４，０００ ２．０ 「駅前１－６－６」

福島 福島市栄町２６番２１外
２ ５－２ ２３８，０００ 「栄町７－３２」

郡山 郡山市駅前２丁目１４１番外
３ ５－１４ ２０４，０００ ２００，０００ ２．０ 「駅前２－６－４」

いわき いわき市平字三町目２８番
４ ５－１ １５８，０００ １５６，０００ １．３

郡山 郡山市中町３８０番２
５ ５－１ １４９，０００ １４７，０００ １．４ 「中町６－１６」

第６表 地域別・用途別平均変動率 ( 単位: ％)

用途別 住 宅 地 商 業 地 工 業 地 全 用 途

継続地 平均変動率 継続地 平均変動率 継続地 平均変動率 継続地 平均変動率

地域別 点数 点数 点数 点数

福島市 38 2.3 20 2.3 3 1.3 62 2.2
主

会津若松市 24 0.7 8 0.0 1 △ 1.6 34 0.4
要

郡山市 50 2.2 17 1.9 3 0.9 71 2.1
市

いわき市 77 1.1 19 1.1 4 1.4 101 1.1

その他の市町村 121 0.2 37 △ 0.5 2 0.4 160 0.0

県 平 均 310 1.0 101 0.8 13 0.9 428 1.0
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第７表 上昇率順位表（住宅地）

標 準 地 標準地の１㎡当たりの価格（円） 変 動 率 標準地の所在及び地番
順 位

番 号 平 成 ３ １ 年 平 成 ３ ０ 年 （％） 並びに住居表示

郡山 郡山市神明町１１１番１１
１ ＊－１６ ９９，３００ ８８，６００ １２．１ 「神明町２－１５」

白河 白河市新白河２丁目８７番
２ －１ ５３，５００ ５０，５００ ５．９

郡山 郡山市朝日２丁目２６番７
３ －６ ８７，５００ ８２，６００ ５．９ 「朝日２－２０－８」

福島 福島市大森字経塚６番４２
４ －３０ ６０，９００ ５７，５００ ５．９

福島 福島市野田町２丁目１８９番３
５ －２ ８５，５００ ８１，０００ ５．６ 「野田町２－２－３」

（＊：地価調査基準地との共通地点）

第８表 下落率順位表（住宅地）

標 準 地 標準地の１㎡当たりの価格（円） 変 動 率 標準地の所在及び地番
順 位

番 号 平 成 ３ １ 年 平 成 ３ ０ 年 （％） 並びに住居表示

会津美里 大沼郡会津美里町字鹿島３０３３番
１ －１ １６，９００ １７，４００ △２．９

南会津 南会津郡南会津町古町字小沼１９３４番
２ －３ ５，３７０ ５，５００ △２．４

南会津 南会津郡南会津町古町字千苅８６０番１
３ －４ ４，８５０ ４，９５０ △２．０

郡山 郡山市三穂田町八幡字後町５番１
４ －３３ １０，２００ １０，４００ △１．９

会津若松 会津若松市門田町大字提沢字下村４３番
５ －２２ １１，６００ １１，８００ △１．７

第９表 上昇率順位表（商業地）

標 準 地 標準地の１㎡当たりの価格（円） 変 動 率 標準地の所在及び地番
順 位

番 号 平 成 ３ １ 年 平 成 ３ ０ 年 （％） 並びに住居表示

福島 福島市置賜町５１番１
１ ＊５－６ １００，０００ ９５，９００ ４．３

福島 福島市五月町３９番２１
２ ５－７ ７６，０００ ７３，２００ ３．８ 「五月町２－２」

福島 福島市太平寺字児子塚５２番１外
３ ５－４ ５５，５００ ５３，６００ ３．５

福島 福島市新町７３番１３
４ ５－８ ８５，８００ ８３，０００ ３．４ 「新町３－１５」

二本松 二本松市油井字福岡４０番３外
５ ５－３ ３１，１００ ３０，１００ ３．３

（＊：地価調査基準地との共通地点）
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第10表 下落率順位表（商業地）

標 準 地 標準地の１㎡当たりの価格（円） 変 動 率 標準地の所在及び地番
順 位

番 号 平 成 ３ １ 年 平 成 ３ ０ 年 （％） 並びに住居表示

会津美里 大沼郡会津美里町字高田甲２８８７番１
１ ５－１ １９，８００ ２０，２００ △２．０

南会津 南会津郡南会津町古町字居平６番７外
２ ５－２ ７，４８０ ７，６３０ △２．０

西会津 耶麻郡西会津町野沢字原町乙２１４７番
３ ５－１ １６，１００ １６，４００ △１．８ １

浅川 石川郡浅川町大字浅川字本町西裏８７番
４ ５－１ ２３，２００ ２３，６００ △１．７ ５

福島石川 石川郡石川町大字双里字本宮２３番１１
５ ５－１ ２５，９００ ２６，３００ △１．５
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